
1  竹内 章
2  小野 直樹
3  柴田 周

4  髙柳 喜弘
5  得能 摩利子
6  渡辺 博史

7  杉 光
8  若林 辰雄
9  五十嵐 弘司

10  武田 和彦
11  別府 理佳子
12  田中 徹也

13  野川 真木子
14  長野 潤
15  伊左治 勝義

16  石井 利昇
17  小原 和生 
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組織能力の最大化に尽し、
三菱マテリアルグループの企業価値の向上を図ります

コーポレート・ガバナンス
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コーポレート・ガバナンス強化の歩み コーポレート・ガバナンス体制
コーポレート・ガバナンス

当社は、2018年に任意の指名委員会および報酬委員会を設置し、
2019年には指名委員会等設置会社へ移行、2022年にはサステナビリティ委員会を設置する等、
コーポレート・ガバナンスの継続的な改善に取り組んでいます。
社外取締役の割合や女性取締役も増加しており、現在は11名中7名が社外取締役、2名が女性取締役です。
執行役報酬制度については、2020年に株式報酬制度を導入し、2022年には年次賞与の評価項目に
相対TSR評価を追加し、非財務評価項目にサステナビリティ基本方針に基づく目標を採り入れています。
組織体制については、2022年には完全カンパニー制へ移行し、さらなる事業競争力の強化とともに、
組織・風土の改革およびコーポレート・ガバナンスについても一層の強化を図っています。

コーポレート・
ガバナンス基本方針

コーポレート・
ガバナンス体制

役員報酬制度

組織体制

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

方針の制定

指名委員会等設置会社

監査委員会

報酬委員会（※1）

サステナビリティ委員会

TSR評価等の追加（※2）

完全カンパニー制（※3）

指名委員会（※1）

監査役会設置会社

2019年6月に指名委員会等設置会社へ移行し、
執行役を選任

移行

移行

カンパニー制による権限委譲・自律的な事業運営

株式報酬制度の導入を含む
全面改定

取締役会の構成
社外取締役人数
取締役総数
カッコ内は女性人数

執行役総数
カッコ内は女性人数

3（1）
9（1）

2
9

6（1）
11（1）

6（1）
10（1）

7（2）
10（2）

7（2）
11（2）

10（0） 11（0） 10（0） 10（1） 9（1）

取締役兼務者
2（0） 2（0） 2（0） 2（0） 3（0）

・  当社は、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の最重要課題の
ひとつとして、継続的に改善に取り組みます。

　当社グループは、「人と社会と地球のために、循環をデザインし、
持続可能な社会を実現する」ことを目指す姿とし、その実現に向け、
資源循環の拡大と高機能素材・製品の供給を機動的、適切に実施
していくため、社内カンパニー制度を導入しています。

・  当社は、取締役会が定める当社グループの企業理念、ビジョン、
価値観、行動規範、会社の目指す姿およびコーポレート・ガバナ
ンス基本方針等に基づき、株主、投資家をはじめ従業員、顧客、
取引先、債権者、地域社会等の当社グループに係るすべてのス
テークホルダーとの信頼関係を構築するとともに、コーポレート・
ガバナンスを整備しています。

・  当社は、会社法上の機関設計として、指名委員会等設置会社を採
用し、監督と執行を分離することにより、取締役会の経営監督機
能の強化、経営の透明性・公正性の向上および業務執行の意思
決定の迅速化を図っています。

基本的な考え方

権限委譲

選任
選任 株主総会

会計監査人

監査委員会室

監査 報告 報告執行役選任
・監督

連携

指示

申立

報告指示指示

業務執行

報告

戦略本社
内組織

各カンパニー
カンパニー経営会議

戦略本社

監
査
委
員
会
か
ら
監
査
部
へ
の
指
示・連
携

報告

指示

報告

審議専門部会協議

モニタリング

監査

支援

指示

戦略経営会議

監査

監査

プロフェッショナルCoE

指示 報告

ガバナンスレビュー等
（ガバナンス審議を実施）

執行役社長

報告

事業部門
直轄事業拠点

所管子会社

報告

モニタリング

監査部

監査部
指示

プレジデント

取締役会
11名（うち社外7名）

指名委員会
5名

（全員社外）

報酬委員会
5名

（全員社外）

監査委員会
5名

（うち社外4名）

SCQ推進本部

サステナビリティ
委員会

5名
（うち社外4名）

コーポレート・ガバナンス体制の概要（2023年7月1日時点）

※1 2018年度は任意の委員会として設置、2019年度6月より法定の委員会に移行
※2 執行役報酬制度のうち年次賞与部分について、評価項目に相対TSR評価を追加したほか、非財務評価において、サステナビリティ基本方針に沿った取り組み等を含めた目標を
 執行役ごとに設定し、それを評価する仕組みを採用
※3 2022年4月1日より戦略立案組織＋高度化・効率化を担うプロフェッショナル組織＋自律経営を行う強い事業部門（カンパニー）を組み合わせ、
 カンパニーが事業運営に必要なすべての機能を有する完全カンパニー制へ移行

関連記事：
コーポレートサイト
▶コーポレート・ガバナンス基本方針
https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/company/governance.html
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取締役一覧 （2023年6月23日現在（第98回定時株主総会終了時点））

指名理由略歴 指名理由略歴

8  若林 辰雄
社外取締役

1977年4月
三菱信託銀行（株）（現三菱
UFJ信託銀行（株））入社
2008年6月
同社常務取締役
2009年6月
同社専務取締役
2010年6月
同社専務取締役・
受託財産部門長
兼（株）三菱UFJフィナン
シャル・グループ
常務執行役員・
受託財産連結事業本部長
2011年6月
三菱UFJ信託銀行（株）
専務取締役
兼（株）三菱UFJフィナン
シャル・グループ 取締役

2012年4月
三菱UFJ信託銀行（株）
取締役社長
兼（株）三菱UFJフィナン
シャル・グループ 取締役
2013年4月
三菱UFJ信託銀行（株）
取締役社長
兼（株）三菱UFJフィナン
シャル・グループ
取締役副会長
2013年12月
三菱UFJ信託銀行（株）
取締役社長兼取締役会長
兼（株）三菱UFJフィナン
シャル・グループ
取締役副会長
2015年6月
三菱UFJ信託銀行（株）

取締役社長兼取締役会長
兼（株）三菱UFJフィナン
シャル・グループ
取締役 代表執行役副会長
2016年4月
三菱UFJ信託銀行（株）
取締役会長
兼（株）三菱UFJフィナン
シャル・グループ 取締役
2016年6月
三菱UFJ信託銀行（株）
取締役会長
2018年6月
当社監査役（非常勤）
2019年6月
当社取締役（現）
2020年4月
三菱UFJ信託銀行（株）
特別顧問（現）

金融機関の社長、会長を歴任する等、経営者としての豊富な経
験を通じて、金融・財務・会計および経営全般に関する見識を
有しています。このような見識に基づき、取締役会では、当社
グループの中長期的な企業価値の向上を図ることをはじめ多
様な観点から有益な提言をするとともに、独立した立場から執
行役等の職務の執行を監督しています。また、指名委員および
サステナビリティ委員として、当社の役員候補者の選定や当社
のサステナビリティに関するテーマにおける検討等に、客観的・
中立的立場から関与しています。加えて、監査委員長として、
主に執行役等の職務の執行に対し、客観的・中立的立場から
監査しています。これらのことから、当社グループの持続的な
成長に資する豊富な知識・経験を有するとともに、引き続き、取
締役会の適切な監督機能および意思決定機能の強化への貢献
が期待できるため、適任と判断しています。

監査委員

指名委員

報酬委員

取締役会等への出席状況
（2022年度）
取締役会 19回／19回（100%）
指名委員会 15回／15回（100%）
監査委員会 13回／13回（100%）
報酬委員会 3回／ 3回（100%）
サステナビリティ委員会 9回／9回（100%）

7  杉 光
社外取締役

1974年4月
日本電装（株）（現（株）デンソー）入社
2002年6月
同社取締役・冷暖房事業部長
2004年6月
同社常務役員・冷暖房事業部長
2005年6月
同社常務役員・熱機器事業本部長
2008年6月
同社専務取締役・技術開発センター長
2011年6月
同社専務取締役
デンソー・インターナショナル・アメリカ（株）
社長兼CEO

2013年6月
（株）デンソー取締役副社長
デンソー・インターナショナル・アメリカ（株）
社長兼CEO
2014年6月
（株）デンソー顧問技監
2016年6月
同社顧問（2017年6月退任）
2018年6月
当社取締役（現）

世界的に事業を展開するメーカーの経営者としての豊富な経験
を通じて、開発、設計、生産工程における豊富な技術的知見を
有するとともに、グローバルな視点での企業戦略および経営全
般に関する見識を有しています。このような見識に基づき、取
締役会では、当社グループの中長期的な企業価値の向上を図
ることをはじめ多様な観点から有益な提言をするとともに、独立
した立場から執行役等の職務の執行を監督しています。また、
指名委員、報酬委員長およびサステナビリティ委員として、当
社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定、当社のサステナ
ビリティに関するテーマにおける検討等に、客観的・中立的立
場から関与しています。これらのことから、当社グループの持続
的な成長に資する豊富な知識・経験を有するとともに、引き続
き、取締役会の適切な監督機能および意思決定機能の強化へ
の貢献が期待できるため、適任と判断しています。

指名委員

報酬委員長

サステナビリティ委員

取締役会等への出席状況
（2022年度）
取締役会 19回／19回（100%）
指名委員会 15回／15回（100%）
報酬委員会 11回／11回（100%）
サステナビリティ委員会 9回／9回（100%）

9  五十嵐 弘司
社外取締役

1980年4月
味の素（株）入社
2002年4月
アメリカ味の素（株）上席副社長
2007年6月
味の素（株）執行役員・
アミノ酸カンパニー バイスプレジデント
2009年6月
同社執行役員・経営企画部長

2011年6月
同社取締役 常務執行役員
2013年6月
同社取締役 専務執行役員
2017年6月
同社顧問（2020年6月退任）
2020年6月
当社取締役（現）

世界的に事業を展開する食品メーカーの経営者としての経験を通
じて、技術開発、生産分野における豊富な技術的知見を有すると
ともに、事業のグローバル展開、事業の変革および創出、デジタ
ル化推進等、経営全般に関する見識を有しています。このような
見識に基づき、取締役会では、当社グループの中長期的な企業
価値の向上を図ることをはじめ多様な観点から有益な提言をす
るとともに、独立した立場から執行役等の職務の執行を監督して
います。また、報酬委員およびサステナビリティ委員長として、当
社の役員報酬等の決定や当社のサステナビリティに関するテー
マにおける検討等に、客観的・中立的立場から関与しています。
加えて、監査委員として、主に執行役等の職務の執行に対し、客
観的・中立的立場から監査しています。これらのことから、当社
グループの持続的な成長に資する豊富な知識・経験を有すると
ともに、引き続き、取締役会の適切な監督機能および意思決定
機能の強化への貢献が期待できるため、適任と判断しています。

指名委員

監査委員

サステナビリティ委員長

取締役会等への出席状況
（2022年度）
取締役会 19回／19回（100%）
監査委員会 16回／16回（100%）
報酬委員会 8回／8回（100%）
サステナビリティ委員会 9回／9回（100%）

1  竹内 章
取締役会長

1977年4月
当社入社
2009年6月
常務取締役
2014年4月
取締役副社長

2015年4月
取締役社長
2018年6月
取締役会長（現）

2009年に当社の常務取締役就任以来、広報・総務・環境・人事・
安全衛生・関連事業関係等の担当役員、取締役社長を経て、
2018年6月より取締役会長を務めています。現在は、取締役会
議長として、取締役会において自由闊達で質の高い議論が行
われるよう議事進行を行う等、取締役会の実効性の向上に主
導的な役割を果たしています。これらのことから、当社グループ
の事業・業務に関する豊富な知識・経験を有するとともに、取
締役会の適切な監督機能および意思決定機能の強化を期待で
きるため、適任と判断しています。

監査委員

取締役会等への出席状況
（2022年度）
取締役会 19回／19回（100%）
監査委員会 16回／16回（100%）
報酬委員会 11回／11回（100%）
サステナビリティ委員会 9回／9回（100%）

2  小野 直樹
取締役 執行役社長 CEO
（全般統括、監査、再生可能エ
ネルギー事業、エネルギー事業
センター担当）

1979年4月
三菱鉱業セメント（株）入社
2014年6月
当社常務取締役
セメント事業カンパニー プレジデント
2016年4月
取締役副社長
セメント事業カンパニー プレジデント
2016年6月
取締役 副社長執行役員
セメント事業カンパニー プレジデント

2017年4月
取締役 副社長執行役員
経営戦略本部長
2018年6月
取締役社長
2019年6月
取締役 執行役社長
2021年4月
取締役 執行役社長 CEO（現）

2014年に当社の常務取締役に就任以来、セメント事業カン
パニー プレジデント、経営戦略本部長、取締役社長を経て、
2019年6月より取締役 執行役社長を務めています。現在は、
取締役 執行役社長 CEOとして当社グループの経営を統括す
るとともに、経営改革のためのさまざまな施策を主導していま
す。また、取締役会では当社グループの経営全般の状況等に関
して定期的に報告し、取締役会に対する執行役としての説明責
任を果たしています。これらのことから、当社グループの事業・
業務に関する豊富な知識・経験を有するとともに、取締役会の
適切な監督機能および意思決定機能の強化を期待できるた
め、適任と判断しています。

サステナビリティ委員

取締役会等への出席状況
（2022年度）
取締役会 19回／19回（100%）
指名委員会 15回／15回（100%）
報酬委員会 3回／3回（100%）

3  柴田 周
取締役 執行役常務 
CTO CDO
（ものづくり・R&D戦略、DX推
進、システム戦略担当）

1984年4月
当社入社
2017年4月
常務執行役員
総務統括本部長
2018年4月
常務執行役員
ガバナンス統括本部長
2018年6月
取締役 常務執行役員
ガバナンス統括本部長
2019年4月
取締役 常務執行役員

経営戦略本部長
2019年6月
取締役 執行役常務
経営戦略本部長
2021年6月
執行役常務
2022年10月
執行役常務 CDO
2023年4月
執行役常務 CTO CDO
2023年6月
取締役 執行役常務 CTO CDO（現）

2017年に当社の常務執行役員就任以来、総務統括本部長、ガ
バナンス統括本部長、経営戦略本部長を経て、2019年6月よ
り執行役常務を務めています（2018年6月から2021年6月まで
は取締役を兼務）。現在は、執行役常務として当社グループの
経営を担うとともに、CTOとして、当社における研究開発戦略
およびIT戦略を主導しているほか、CDOとして、当社における
DXを主導しています。また、取締役会では当社グループのデジ
タル戦略等に関して定期的に報告し、取締役会に対する執行役
としての説明責任を果たしています。これらのことから、当社グ
ループの事業・業務に関する豊富な知識・経験を有するととも
に、取締役会の適切な監督機能および意思決定機能の強化を
期待できるため、適任と判断しています。

4  髙柳 喜弘
取締役 執行役常務 CFO
（戦略・経理財務統括、地球環
境、コーポレートコミュニケー
ション担当）

1986年4月
当社入社
2017年12月
執行役員
三菱電線工業（株）取締役社長
2019年4月
執行役員
三菱電線工業（株）取締役社長
当社 高機能製品カンパニー 
バイスプレジデント
2020年4月
執行役常務
高機能製品カンパニー バイスプレジデント

2021年4月
執行役常務 CFO
経営企画部長
2021年6月
取締役 執行役常務 CFO
経営企画部長
2022年4月
取締役 執行役常務 CFO
戦略本社 経営戦略部長
2023年4月
取締役 執行役常務 CFO（現）

2020年に当社の執行役常務に就任以来、高機能製品カンパ
ニー バイスプレジデントを経て、2021年6月より取締役 執行
役常務を務めています。現在は、取締役 執行役常務 CFOとし
て当社グループの経営を担うとともに、経営改革の推進、前中
期経営戦略に基づく諸施策の立案・遂行、並びに中期経営戦
略2030の企画・策定および諸施策の立案・遂行を主導してい
ます。また、取締役会では当社グループの事業成績等に関して
定期的に報告し、取締役会に対する執行役としての説明責任を
果たしています。これらのことから、当社グループの事業・業務
に関する豊富な知識・経験を有するとともに、取締役会の適切
な監督機能および意思決定機能の強化を期待できるため、適
任と判断しています。

取締役会等への出席状況
（2022年度）
取締役会 19回／19回（100%）

5  得能 摩利子
社外取締役

1994年1月
ルイ・ヴイトン・ジヤパン（株）
（現ルイ・ヴィトンジャパン（株））入社
2002年4月
同社シニアディレクター・
セールスアドミニストレーション
2004年3月
ティファニー・アンド・カンパニー・
ジャパン・インク 
ヴァイスプレジデント

2010年8月
クリスチャン・ディオール（株）
代表取締役社長
2013年9月
フェラガモ・ジャパン（株）
代表取締役社長兼CEO（2016年9月退任）
2016年6月
当社取締役（現）

国際的大手企業の日本法人における経営者としての豊富な経
験を通じて、グローバルな視点での企業戦略および経営全般
に関する見識を有しています。このような見識に基づき、取締
役会では、当社グループの中長期的な企業価値の向上を図る
ことをはじめ多様な観点から有益な提言をするとともに、独立し
た立場から執行役等の職務の執行を監督しています。また、指
名委員長、報酬委員およびサステナビリティ委員として、当社
の役員候補者の選定や役員報酬等の決定、当社のサステナビ
リティに関するテーマにおける検討等に、客観的・中立的立場
から関与しています。これらのことから、当社グループの持続的
な成長に資する豊富な知識・経験を有するとともに、引き続き、
取締役会の適切な監督機能および意思決定機能の強化への貢
献が期待できるため、適任と判断しています。

指名委員長

報酬委員

取締役会等への出席状況
（2022年度）
取締役会 19回／19回（100%）
指名委員会 15回／15回（100%）
報酬委員会 11回／11回（100%）
サステナビリティ委員会 9回／9回（100%）

6  渡辺 博史
社外取締役

1972年4月
大蔵省（現財務省）入省
1998年7月
同省大臣官房審議官
同省大臣秘書官
2001年7月
同省大臣官房審議官
2002年7月
同省国際局次長
2003年1月
同省国際局長
2004年7月
同省財務官
2007年7月
同省顧問

2007年10月
公益財団法人国際金融情報センター 顧問
2008年4月
一橋大学大学院商学研究科 教授
2008年10月
（株）日本政策金融公庫 代表取締役副総裁
2012年4月
（株）国際協力銀行 代表取締役副総裁
2013年12月
同社代表取締役総裁（2016年6月退任）
2016年10月
公益財団法人国際通貨研究所 理事長（現）
2017年6月
当社取締役（現）

財務省の要職および政府系金融機関の経営者を歴任した経験
を通じて、国内外の金融・経済および経営全般に関する見識を
有しています。このような見識に基づき、取締役会では、当社グ
ループの中長期的な企業価値の向上を図ることをはじめ多様
な観点から有益な提言をするとともに、独立した立場から執行
役等の職務の執行を監督しています。また、指名委員およびサ
ステナビリティ委員として、当社の役員候補者の選定や当社の
サステナビリティに関するテーマにおける検討等に、客観的・中
立的立場から関与しています。加えて、監査委員として、主に執
行役等の職務の執行に対し、客観的・中立的立場から監査して
います。これらのことから、当社グループの持続的な成長に資
する豊富な知識・経験を有するとともに、引き続き、取締役会の
適切な監督機能および意思決定機能の強化への貢献が期待で
きるため、適任と判断しています。

報酬委員

指名委員

取締役会等への出席状況
（2022年度）
取締役会 19回／19回（100%）
指名委員会 13回／13回（100%）
監査委員会 16回／16回（100%）
サステナビリティ委員会 9回／9回（100%）

10  武田 和彦
社外取締役

1983年4月
ソニー（株）（現ソニーグループ（株））入社
2001年10月
ソニー・エリクソン・モバイルコミュニケー
ションズ社バイスプレジデント 経理担当
2006年4月
ソニーNECオプティアーク（株）
執行役員 CFO
2008年8月
ソニー・ヨーロッパ（株）
シニアバイスプレジデント
経営管理・経理担当
2013年10月
ソニー（株）バイスプレジデント 
総合管理部門 部門長

2015年6月
同社執行役員コーポレートエグゼクティブ
経営企画管理・経理担当
2018年1月
同社執行役員コーポレートエグゼクティブ
経営企画管理・経理担当・CIO
2018年7月
同社執行役員
ソニー・インタラクティブ
エンタテインメント社
副社長兼CFO
2021年7月
ソニーグループ（株）社友（現）
2022年6月
当社取締役（現）

世界的に幅広く事業を展開するコングロマリット（複合企業体）
の経営幹部、およびその主要子会社の経営者としてのマネジメ
ント経験を通じて、企業経営、事業運営・経営管理、経理・財務、
情報技術分野に関する豊富な知見を有するとともに、長年にわ
たる欧米諸国での勤務経験に基づくグローバルな視点での企
業戦略および経営全般に関する見識を有しています。このよう
な見識に基づき、取締役会では、当社グループの中長期的な
企業価値の向上を図ることをはじめ多様な観点から有益な提言
をするとともに、独立した立場から執行役等の職務の執行を監
督しています。また、監査委員として、主に執行役等の職務の
執行に対し、客観的・中立的立場から監査しています。加えて、
サステナビリティ委員として、当社のサステナビリティに関する
テーマにおける検討等に、客観的・中立的立場から関与してい
ます。これらのことから、当社グループの持続的な成長に資す
る豊富な知識・経験を有するとともに、引き続き、取締役会の適
切な監督機能および意思決定機能の強化への貢献が期待でき
るため、適任と判断しています。

監査委員長

サステナビリティ委員

取締役会等への出席状況
（2022年度）
取締役会 15回／15回（100%）
監査委員会 13回／13回（100%）
サステナビリティ委員会 9回／9回（100%）

コーポレート・ガバナンス

11  別府 理佳子
社外取締役

1992年8月
スローター・アンド・メイ法律事務所入所
1994年9月
シモンズ・アンド・シモンズ法律事務所入所
1994年10月
イングランド・アンド・ウェールズ事務弁護
士会登録
1997年5月
長島・大野法律事務所
（現長島・大野・常松法律事務所）出向
1998年5月
日本輸出入銀行（現（株）国際協力銀行）出向
2001年9月
シモンズ・アンド・シモンズ法律事務所
パートナー弁護士

2001年10月
第二東京弁護士会登録
（外国法事務弁護士）
2008年9月
ロヴェルズ法律事務所
（現ホーガン・ロヴェルズ法律事務所）
パートナー弁護士
2017年10月
スクワイヤ外国法共同事業法律事務所
パートナー弁護士（現）
2022年6月
当社取締役（現）

国内外における弁護士としての長年の経験を通じて、高度な法
律知識に基づいた幅広い見識を有するとともに、企業法務、と
りわけ事業のグローバル展開や事業再編分野における専門的
な知見を有しています。このような見識に基づき、取締役会で
は、当社グループの中長期的な企業価値の向上を図ることをは
じめ多様な観点から有益な提言をするとともに、独立した立場
から執行役等の職務の執行を監督しています。また、報酬委員
およびサステナビリティ委員として、当社の役員報酬等の決定
や当社のサステナビリティに関するテーマにおける検討等に、
客観的・中立的立場から関与しています。これらのことから、当
社グループの持続的な成長に資する豊富な知識・経験を有する
とともに、引き続き、取締役会の適切な監督機能および意思決
定機能の強化への貢献が期待できるため、直接企業経営に関与
した経験がないものの、適任と判断しています。

監査委員

報酬委員

サステナビリティ委員

取締役会等への出席状況
（2022年度）
取締役会 15回／15回（100%）
報酬委員会 8回／8回（100%）
サステナビリティ委員会 9回／9回（100%）
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取締役スキルマトリックス

取締役が有する主な専門性および経験を【表1】のスキルマトリックスに図示しています。
また、2020年度から2022年度までの中期経営戦略における全社方針および中期経営戦略2030策定にあたり、
取締役が、スキルマトリックスに示したそれぞれが有する専門性および経験に基づき、どのような視点から貢献し、
知見を提供しているかを、【表2】に記載しています。

専門性・経験 2020年度から2022年度までの中期経営戦略における全社方針 中期経営戦略2030策定

氏名 当社以外の
業界経験

企業経営
組織運営 国際的経験 営業販売 生産技術 研究開発 法務 財務会計 事業ポートフォリオの

最適化
事業競争力の
徹底追求

新製品・新事業の
創出 策定全般 人事戦略 サステナビリティ

竹内 章 ● ○ ● ○ 社長として当社グループを経営した経験に基づく
視点および当社グループの歴史を踏まえた視点

当社経営の経緯を踏ま
えた視点

人事担当役員経験から
の視点

当社グループのガバナ
ンス強化を監督等して
きた経験からの視点

小野 直樹 ● ○ ○ ○ ○ ○ 社長として当社グループの経営を統括している
立場からの視点 当社CEOとしての経験からの視点提供・議論のリード

柴田 周 ● ○ ○ ○ ○ ○
DX推進およびシステム
戦略担当役員としての
経験からの視点

当社での豊富な新事業
開発経験からの視点

ものづくり・R&D戦略、
DX推進およびシステム
戦略担当役員としての
経験からの視点

資源・リサイクル事業
における経営幹部とし
ての経験からの視点

髙柳 喜弘 ● ○ ○ ○ ○ 当社事業における豊富な営業経験からの視点 当社CFOとしての経験
からの視点

地球環境担当役員とし
ての議論のリード

社外取締役

得能 摩利子 一般消費財 ● ○ ○ ○ ○ 異業種経営・知見からの視点
国際的大手企業日本
法人の経営幹部として
の経験からの視点

経営経験者としての多様性に関する人材活用か
らの視点

渡辺 博史 税制・国際金融 ● ● ○ ○ 世界的な経済動向を踏まえた視点 経済動向を踏まえた海
外戦略の視点

官庁における人事管理
経験からの視点

国家公務員の倫理およ
び開発途上国での事
業経営からの視点

杉 光 自動車製品 ● ○ ○ ●
技術トレンドを踏まえ、開発からものづくりに至
るバリューチェーン全体に関する深い知見からの
視点

製造業のグローバルマ
ネジメント経験からの
視点

製造業・技術者の人事
マネジメント経験から
の視点

将来技術動向を踏まえ
た視点

若林 辰雄 金融 ● ○ ○ ○ 投資家目線でのポート
フォリオ管理視点

事業構造改革に伴う
新事業創出経験から
の視点

経営トップ経験からの
視点

金融機関の働き方を踏
まえた視点

金融機関のガバナンス
経験・知見からの視点

五十嵐 弘司 食品・食品素材 ● ○ ● ○ ○ 事業構造改革経験から
の視点

技術トレンドを踏まえ、技術開発・生産分野にお
ける豊富な技術的知見からの視点

製造業のグローバルマ
ネジメント経験からの
視点

製造業の人事マネジメ
ント経験からの視点

将来のトレンド、外部有
識者との交流等、幅広
い観点からの課題提起

武田 和彦 コングロマリット ● ○ ○ ○ ●
製造業のグローバルマネジメント実務経験から
の視点
CFOとしての豊富な経験からの経営管理に関す
る視点

グローバル企業の経営幹部としての経験からの
視点
CFO経験からの財務戦略、資本政策に関する
視点

財務視点での課題提起

別府 理佳子 法曹 ○ ● 多くのM&A案件を担当
した経験からの視点

海外企業法務経験から
の視点 多様性に関する活動・取り組み経験からの視点

○……有している専門性・経験（●は主たるもの）
※上記スキルマトリックスは取締役が有するすべての知見を表すものではありません。

※取締役について貢献度の高い項目を中心に記載しています。
※柴田周については、執行役としての貢献・提供視点を記載しています。

【表1】 取締役の専門性と経験（スキルマトリックス） 【表2】 主要テーマに対する取締役の貢献・提供視点

コーポレート・ガバナンス
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■取締役会等にかかる十分な日程の確保
　取締役会、各委員会および取締役説明会等における審議や検討
に十分な時間をかけられるように、必ず月に2日（終日）を確保してい
ます。当該日程において、取締役会、各委員会、取締役説明会に加
え、後掲する「フリーディスカッション」や「社外取締役意見交換会」等
を実施しています。
■社外取締役と社長の1-on-1

　取締役会での議論や取締役によるフリーディスカッションとは別
のコミュニケーションの機会として、非常勤の社外取締役と社長の
1-on-1を2か月に1回実施しています。これにより、社外取締役は当
社グループの状況等の理解を深め、業務執行監督をより適切に行え
るものとなっています。また、1-on-1では自由に話題を選び、密接に
意見交換することにより、執行側が業務執行への示唆を得る機会と
もなっています。
■投資家面談等
　株主をはじめとする機関投資家等の株式市場の意見を適切に取
締役会にフィードバックできるよう、取締役にさまざまな対話の機会
を設けています。社外取締役と国内機関投資家とのスモールミーティ
ングを定期的に実施しているほか、執行役側が実施する機関投資家
面談の内容を取締役に提供し、当社に対する株式市場の考えを取締
役会全体で共有しています。
■社外取締役と従業員の対話の機会
　社外取締役による当社従業員向け講演や、従業員との対話を、随
時、開催しています。これは、社外取締役の経験・知見の共有を通
じて、従業員が自律的に業務へ関与するとともに、新たな価値観や
刺激を得ることや、社外取締役が当社グループの従業員についてよ
り理解を深めること等を狙いとしたものです。2023年度はこれまで
に「製造現場の自律性」「技術のバリューチェーン」「デジタル化・DX」
「LGBTQ+とアライ」等をテーマに、社外取締役による講演および従
業員との意見交換を開催しました。
■社外取締役意見交換会
　社外取締役が、取締役会の議題に限らない幅広い事項について、
独立した客観的な立場から情報交換や認識共有を行うことを目的と
して、社外取締役のみの意見交換会を定期開催しています。本意見
交換会については、年2回実施することとしています。なお、社内取
締役を含む取締役会全体での情報共有や意見交換等が必要と考え
られる事項については、後掲する「取締役によるフリーディスカッショ
ン」にて行うこととしています。

■取締役によるフリーディスカッション（新規取り組み）
　取締役による議論のさらなる活性化を目的に、2023年度より、新
たに取締役によるフリーディスカッションの時間を設けています。取
締役会や取締役説明会等で取り上げた事項について取締役同士の
認識を共有したり、意見交換を行ったりするほか、取締役会等で取り
扱った事項に限らない幅広い事項について、自由に問題提起する場
としても活用しています。
■社外取締役の拠点視察等
　当社グループの事業に対する理解を深めるため、社外取締役を対
象に拠点視察を実施しています。2022年度は、新型コロナウイルス
感染症の流行状況を鑑み、主に新任取締役を対象に視察を実施しま
したが、2023年度以降は、全社外取締役を対象とした視察を順次
再開しています。また、社外取締役は、ものづくり・R&D戦略会議（イ
ノベーションセンターで開催される開発戦略に関する全社的な会議）
にも、オブザーバーとして参加しています。

取締役のコミュニケーション

　取締役会の役割・責務は以下のとおりです。
・  株主からの委託を受け、経営の方向性を示すとともに、経営方針
や経営改革等について自由闊達で建設的な議論を行うこと等に
より、当社グループの中長期的な企業価値の向上に努める。

・  法令、定款および取締役会規則の定めに基づき、経営方針や経
営改革等、経営に重大な影響を及ぼす可能性のある事項につい
て決定する。

・  執行役が、自らの責任・権限において、経営環境の変化に対応し
た迅速な意思決定および業務執行をすることができるよう、取締
役会規則等の定めに基づき、適切な範囲の業務執行の決定の権
限を執行役に委譲する。

・  グループガバナンスの状況や経営戦略の進捗を含む業務執行の
状況について執行役より定期的に報告を受け、監督する。

　なお、社外取締役は、取締役および執行役の職務執行の妥当性に
ついて客観的な立場から監督を行うことや、専門的な知識や社内出
身役員と異なる経験から会社経営に対して多様な価値観を提供する
ことを通じ、取締役会の監督機能をより高める役割を担っています。
　取締役会は、2023年6月23日現在（第98回定時株主総会終了
時点）、11名（うち社外取締役7名）の取締役で構成されています。

・  取締役が当社事業をより良く理解し、企業価値向上に向けて執行
側と意見交換できるよう、取締役向けの説明会（取締役説明会）
を開催しています。説明会では、中経2030（マテリアリティの特
定含む）や個別事業の概況等について説明し、意見交換等をして
います。

・  説明会で協議するテーマについては、主に以下のような観点から
設定しています。
① 執行側から取締役に説明をすべきと考える事項（経営判断の前提
となる当社事業に関する情報の提供等）について説明し、執行側
と社外取締役との間の情報の非対称性の解消を図ること
② 企業価値向上に向けて取締役と執行側が議論すべきと考える事
項について、意見交換をすること

・  2022年度は、計17回開催しました。特に中経2030については、
2022年7月～2023年3月にわたり8回の取締役説明会におい
て、その全体構想や個別事業戦略、財務計画等について意見交
換を行いました。

・  このほかに、気候変動対応等のサステナビリティに関する事項
や、個別事業戦略、コーポレート戦略およびDX（デジタル・トラン
スフォーメーション）の進捗等についても意見交換を行いました。
2022年度に取締役説明会で取り扱ったテーマについては、次項
をご覧ください。

取締役会の概要

取締役説明会

審議内容
取締役会での審議回数

決議事項 報告事項

経営戦略・事業関係 7回 33回

サステナビリティ関係 2回 14回

コーポレート・ガバナンス関係 5回 9回

決算・IR・財務関係 6回 30回

コンプライアンス・内部統制関係 － 14回

委員会関係 3回 37回

役員関係 11回 3回

その他 1回 5回

2022年

4月 各事業部門の経営方針関係

5月 DX関係

6月 新規事業関係

7月 次期中期経営戦略、安全、知的財産、DX関係

8月 グループ会社関係

9月 次期中期経営戦略関係

10月 次期中期経営戦略、事業再編、サステナビリティ関係

11月 グループ会社、知的財産、サステナビリティ関係

12月 次期中期経営戦略関係

2023年

1月 次期中期経営戦略、人事戦略、ものづくり戦略、
個別事業戦略、グループ会社、サステナビリティ関係

2月 個別事業関係

3月 次期中期経営戦略、個別事業戦略、
グループ会社関係

直島製錬所（香川県）の視察

安比地熱発電所建設現場（岩手県）の視察

コーポレートセクレタリィ室の設置
　取締役会・指名委員会・報酬委員会・サステナビリティ委員
会の事務局機能等の強化を図るため、また、当社のコーポレー
ト・ガバナンスのあり方を戦略的に検討していくため、戦略本
社にコーポレートセクレタリィ室を設置しています。

取締役会等での議論内容

取締役会の主な審議テーマ

取締役説明会で取り扱ったテーマ（2022年度）

コーポレート・ガバナンス
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当社では毎年、各取締役による評価に基づき、取締役会の実効性についての分析・評価を行っており、
2021年度には、初めて第三者機関を起用してこれを実施しました（なお、今後、第三者機関を起用した評価については、
3年に1回実施することにしています）。
2022年度の実効性評価については、自己評価（アンケートによる評価）方式で実施しました。
取締役会において審議した結果、2022年度の取締役会の実効性は確保されていることが確認されました。
今後も取締役会は、さらなる実効性の向上のため継続的な取り組みを行っていきます。

評価の実施プロセス

アンケートの項目

2022年10月 取締役会において、2022年度および2023年度以降の評価の実施方針を審議。この結果、「2022年度は自己評価を実施すること」
および「第三者機関を起用した評価の実施頻度は3年に1回とすること」が確認された。

2022年12月～
2023年1月 取締役会議長の主導により、取締役10名全員に対してアンケートを配布し、回答を回収しました。

2023年2月 取締役は、アンケートの回答結果の分析に基づき、取締役会の実効性について協議。

2023年3月 2月の協議内容を踏まえ、取締役会において2022年度の取締役会の実効性について決議。

以下に関する設問について、5段階評価する方式とし、必要に応じて自由記述欄を設けました。
●取締役会の規模・構成
●取締役会の運営状況
●指名、監査、報酬、サステナビリティ各委員会の構成・役割・運営状況
●社外取締役に対する支援体制
●投資家・株主との関係
●その他取締役会全般に関する事項　等

2022年度実効性評価の概要

分析・評価方法

2022年度の取締役会の実効性は確保されていることが確認されました。
アンケート結果、およびそれを踏まえ取締役会が選定した今後の課題と取り組みは以下のとおりです。

評価の結果、課題であると認識された事項についてのアンケート回答結果・主な審議内容

「当社の中長期的な競争優位性」に
関する事項

「指名委員会とほかの取締役との間の
情報共有」に関する事項

「人材戦略に係る取締役会の監督」に
関する事項

•  アンケートでは、「技術・イノベーションの動
向と中長期的な競争優位性」および「データ・
デジタル技術を活用した競争上の優位性の
確立」について、取締役会における議論が
必ずしも十分でないとの評価となった。また、
「当社の長期的な競争優位性（事業戦略、
経営陣の資質、ガバナンス体制等）が、資本
市場に十分に伝わっていない」との評価と
なった。

•  取締役による協議においては、「執行側から
の説明においては、当社が競合他社と比べ
てどの位置にいるのかを意識しながら説明す
ることが重要」「執行側からの説明内容が専
門的であるため、狙っている効果や向かって
いる方向性が分からないことがある」等の意
見が出された。

•  アンケートの「委員と委員以外の取締役との
間で十分なコミュニケーションがあると考え
るか」という質問について、必ずしも十分と
は言えないとの評価となった。一方で、「十
分なコミュニケーションを求め過ぎると、委
員会内での論議に大きく踏み込んでしまう
可能性もあり、委員会の独立性の観点から
それは避けたい」といった意見がみられた。

•  取締役による協議においては、「特に、執行
役の選任議案や職務分掌等、最終的に取締
役会の決議を要する事項については、ほか
の取締役への情報共有の充実を図るととも
に、指名委員会での議論をさらに深化させ
る必要がある」等の意見が出された。

•  アンケートでは、「社内における多様性の推進
について、取締役会における議論が十分でな
い」との評価となったほか、「執行役のサクセッ
ションプランについて、指名委員会での議論
は必ずしも十分ではない」との評価となった。

•  取締役による協議においては、「グローバル
人材の育成についても課題とすべき」「多様
性の推進については、各事業部門の進捗状
況が見えづらく、これを管理・監督する権限
がコーポレート部門にないように見える」等の
意見が出された。

「当社の中長期的な競争優位性」に
関する事項

「指名委員会とほかの取締役との間の
情報共有」に関する事項

「人材戦略に係る取締役会の監督」に
関する事項

•  執行側からの取締役に対する説明資料につ
いては、よりシンプルで分かりやすく、方向性
が明確なものとなるよう、「役員が知るべきこ
とや議論すべき経営上の重要事項にフォーカ
スした内容とする」「予定通り進捗している案
件については極力簡潔に記載する」「競合他
社の動向等の外部環境変化や当社グループ
の置かれている状況等の経緯・背景を記載
する」といった点に留意して作成する。あわせ
て、経営判断の前提となる当社事業に関する
情報の提供等については、引き続き、取締役
説明会において説明をし、社外取締役との間
の情報の非対称性の解消を図る。

•  当社の中長期的優位性を基に策定された中
経2030の浸透と発信を行うことで、資本市場
へのアピールを図っていく。具体的には、中経
2030に対する投資家・アナリスト等の理解を
深めることを目的に、事業別の戦略説明会等
を行う。また、当社の既存事業や中経2030の
取り組みへの理解を促進すべく、証券アナリス
ト・機関投資家を対象に、国内・海外拠点での
見学会を実施する。

•  取締役会の決議を要する事項（※指名委員
会では答申事項となるもの。主には執行役
選任、役付執行役選定および執行役の職務
分掌に関する情報を対象とする）について、
指名委員会での議論を深化させるとともに、
委員以外の取締役との情報共有を図る。具
体的には、執行役選任にかかる検討状況に
ついて、より前広に指名委員会内で共有・
議論するほか、候補者の選定方法等の具体
的な検討プロセスを、委員以外の取締役に
も共有する。また、執行役選任にかかる取締
役会付議資料については、より選定経緯等
が分かるよう、理由の記載を充実させる。

•  さらに、指名委員会におけるその他の審議
事項全般（取締役候補者の指名プロセス等）
についても、取締役会における報告を充実
させること等により、情報共有を図る。

•  多様性の推進等に関する事項については、取
締役説明会において、当社における推進状況
や課題等について説明する。

•  執行役のサクセッションプランに関しては、
「指名委員会とほかの取締役との間の情報
共有」に関する事項と同様に、指名委員会で
の議論を深化させる。

取締役会実効性評価
コーポレート・ガバナンス

※ 上記以外に、アンケートにおいて、「取締役会の議論の準備のための、事前の十分な時間と情報」について低評価となりました。本事項については、現在も継続的に改善の取り組みを行って
いることから、今後もこれを継続していきます。
※ また、アンケートにおいて、社外取締役による事業所視察を希望するコメントが多く見られました。2022年度は、新型コロナウイルス感染症の流行状況等に鑑み、主に新任取締役のみを対
象に視察を実施していましたが、2023年度以降は、全社外取締役を対象とした視察を再開しています。

課題に関する取締役会審議の概要

課題に対する2023年度の取り組み
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取締役会実効性評価

認識された課題 対応の状況

「指名・監査・報酬各委員会の運営」に関する事項

・  評価過程において、「各委員会のより深い議論の内容を取締役会全体に共有する必
要性はあるものの、特に指名委員会や報酬委員会の議論内容については、取締役
会内に利害関係者となる者（主に社内取締役）がいることも考慮する必要がある」旨
の指摘がなされたことから、社外取締役のみの協議の場である「社外取締役意見交
換会」の開催頻度を増やした。

・  上記のとおり一定の取り組みを行ってきたものの、指名委員会については、「委員と
委員以外の取締役との間で十分なコミュニケーションがあると考えるか」という質問
について、必ずしも十分とは言えないとの評価となった。一方で、「十分なコミュニ
ケーションを求め過ぎると、委員会内での論議に大きく踏み込んでしまう可能性もあ
り、委員会の独立性の観点からそれは避けたい」といった意見がみられた。

「成長戦略に係る取締役会の監督」に関する事項

・  次期中期経営戦略（中経2030）の策定にあたり、取締役説明会（次項参照）等の場
を利用し、執行側から成長戦略を含む施策の内容（次期中経、全社戦略、個別事業
戦略、開発・知財戦略、事業再編、投資等）について説明を受け、多角的な観点から
議論を行った。

・  取締役説明会に関して、「資料配布が直前で十分な検討時間が確保できていない」や
「取締役説明会のインプットを受けて、議論する場があると良い」といった運用面で
の課題を指摘する意見は見られたものの、取り組みそのものについては概ね良好な
評価であった。

「サステナビリティ委員会の設置」に関する事項

・  2022年6月28日付で、取締役会にサステナビリティ委員会を設置した。同委員会
は、取締役会からの諮問事項として、サステナビリティ経営に関するモニタリング方
法や、サステナビリティ経営の課題等について検討している。

・  委員会の役割や議論の方向性等については、概ね良好な評価であった。しかし、委
員会の人数や構成については必ずしも適切ではないとの評価となり、「人数はほか
の委員会と同様の規模でも良いのではないか」や「若干規模が大きいように思う」と
いった意見がみられた。なお、2023年6月23日開催の取締役会の決議により各委
員会の構成が決定され、サステナビリティ委員会はほかの委員会と同様の規模と
なったため、当該課題は解消されている。

　2021年度の取締役会の実効性評価の結果を踏まえ、取締役会が2022年度に取り組んだ以下の事項については、概ね「一定の取り組み・
改善がなされた」との評価であったものの、一部の事項については、「取り組みが十分でない」との評価がなされました。

2021年度評価に基づく課題およびその対応状況への評価

関連記事：
コーポレートサイト
▶コーポレート・ガバナンス報告書
https://www.mmc.co.jp/corporate/ja/company/governance.html

コーポレート・ガバナンス

取締役会議長メッセージ

取締役会長  竹内 章

持続的な成長と
中長期的な企業価値の向上を目指し、
より一層取締役会の機能拡充を図ります。

対応について執行側から定期的に報告
を受け、議論を行う予定です。取締役
会として、重要な経営施策について意
思決定を適切に行うとともに、モニタリ
ング機能をより有効に果たすことを通
じて、執行側による中経2030の目標
達成を強く支援していきます。

　当社はより効率的な経営体制の確
立に向けて、2019年に指名委員会等
設置会社へ移行し、執行役に大幅な権
限移譲を行いました。現在の取締役会
の重要な役割のひとつは、経営の大き
な方向性を示し、執行側の迅速・果断
な意思決定を後押しし、その実行を監
督・支援することです。当社の社外取
締役はいずれも高い見識と専門性を有
し、中長期的な展望を踏まえ、提言・助
言を積極的に行っています。今後もこれ
が継続・強化されるように、率直で活
発な議論が行われる気風の一層の醸成
などに取り組みたいと考えています。
　また、継続的に取締役会の機能向上
を図るためには、取締役会の実効性評

価とその改善策の推進も重要です。毎
年、取締役に対し評価アンケートを実施
し、その結果に基づいて取締役会で協
議を行い、課題の特定とその改善策を
決定しています。今後も「評価、改善策
の策定、改善の実行」というサイクルを
確実に回していきます。
　昨今の経済・社会情勢の激しい変動
を背景に、企業に期待される役割も急
速に変化しています。ステークホルダー
が求めるコーポレート・ガバナンスの内
容はより広範囲になり、かつ厳格化して
います。また、世界的な意識の高まりに
より、サステナビリティに関連した諸課
題に積極的に取り組むことがたいへん
重要となっています。
　これらの動きも踏まえて、当社グルー
プの持続的成長、中長期的な企業価値
の向上を実現するため、より一層取締
役会の機能を拡充させる方針です。今
後も取締役会議長として、取締役会に
おける自由闊達で建設的な議論・意見
交換を促し、質の高い審議が行われ、
取締役会が効果的かつ効率的に運営
されるように努めていきます。

　当社グループは、2023年2月に新
たな中期経営戦略（中経2030）を策定
し、公表しました。2022年度までに事
業の再編・撤退等を概ね完了し、事業
ポートフォリオの最適化は大きく進展
したことから、2023年度以降は中経
2030に基づいて既存事業の強化や新
規事業の創出等を推進し、持続的成長
を追求していきます。
　中経2030の策定においては、2021

年度の取締役会実効性評価で認識し
た課題である「成長戦略に対する取締
役会の機能充実」に積極的に取り組み
ました。多くの時間を費やして、取締役
会や取締役説明会において執行側か
ら原案について説明を受けるとともに、
多角的な観点から執行側と議論し、目
指すべき方向性や戦略をすり合わせま
した。各取締役の意見や提言を基本方
針・戦略に適宜反映させることにより、
企業価値の持続的向上を目指す意欲
的な中期経営戦略を策定することがで
きたと考えています。
　今後は、中経2030の目標達成に向
けて、各施策の進捗状況や課題とその

成長戦略への取締役会の
機能充実を実現

経済・社会情勢の変動にも
的確に対応するために
取締役会機能をさらに強化
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指名委員会委員長メッセージ 指名委員会

構成（含む委員長） 社外取締役 5名

委員長 取締役（社外） 得能 摩利子

委員

取締役（社外） 渡辺 博史
取締役（社外） 杉 光
取締役（社外） 若林 辰雄
取締役（社外） 五十嵐 弘司

役割・責務

取締役候補者の指名の方針、株主総会に提出する取締役の選解任に関する議案の内容等を決定します。また、
執行役の選解任等について、取締役会からの諮問を受けて審議を行い、取締役会に答申します。さらに、次世
代の経営を担う人材を育成するため、執行役社長の後継者候補およびその育成計画について審議するととも
に、後継者候補の育成が適切に行われるよう監督します。

2022年度開催回数 15回

活動実績

2022年
4月27日
 　・ CEOの後継者計画、社外取締役候補者の選定等について審議
5月25日
　・ 社外取締役候補者の選定について審議
6月28日
 　・ 委員会年間計画、社外取締役候補者の選定等について審議
7月19日
　・ 社外取締役候補者の選定について審議
7月28日
 　・ 執行役職務分掌変更案の答申内容、CEOの後継者計画、社外取締役候補者の選定について審議
8月9日
 　・ CEOの後継者計画、社外取締役候補者の選定について審議
8月31日
 　・ 社外取締役候補者の選定について審議
9月28日
　・ CEOの後継者計画、社外取締役候補者の選定について審議
10月28日
 　・ CEOの後継者計画、社外取締役候補者の選定について審議
11月30日
 　・ CEOの後継者計画、社外取締役候補者の選定について審議
12月27日
　・ 取締役候補者案、委員会委員および委員長候補者、執行役選任案、
 社外取締役候補者の選定等について審議

2023年
1月31日
 　・ 取締役候補者案、委員会委員および委員長候補者、執行役選任案、CEOの後継者計画、
 社外取締役候補者の選定について審議
2月9日
 　・ 執行役選任案の答申内容について決議
3月8日
 　・ 取締役会議長・各委員会委員および委員長候補者・委員長代行順序案の答申内容について審議
　・ 社外取締役候補者の選定について審議
3月29日
　・ 取締役候補者について決議
　・ 取締役会議長・各委員会委員および委員長候補者・委員長代行順序案の答申内容について決議

社外取締役  得能 摩利子

指名委員会にとって重要なのは
現社長の後継者を選ぶだけではなく、
いかにその次の世代の後継者候補にまで
常に意識を向けておくかだと思います。

指名委員会委員長

へプレゼンテーションをしてもらうこと
で、候補者の人柄や考え方の理解を深
めることができました。
　現状では、指名委員会として果たす
べき役割は十分に全うしていると考え
ていますが、強いて課題を挙げるなら
ば、最良の候補者を選出できるかは、
次世代経営人材育成プログラムの精度
にかかっており、これは指名委員会が
関与する範囲を超えたものであること
かもしれません。

　今回の柴田氏の取締役候補選任に
ついては、背景に現在の社内取締役と
社外取締役の人数のアンバランスがあ
ります。以前から、取締役会での議論
や意見をより迅速に執行側に伝え、執
行側の施策に反映させるためには、社
内取締役の増員が必要だと感じていま
した。また、柴田氏はCFOとして取締役
を務めた経験があることから、適任で
あると判断したものです。

　また、小原氏の執行役選任案も納得
のいくものでした。小原氏については、
自己部門のプレゼンテーションの際、そ
の国際的な職務バックグラウンドや、部
下の育成、開かれた風土づくりに当時
のカンパニープレジデントとともに力を
注いでいたことが伝わり、とても好印象
を持っていました。これらのケースに限
らず、社内のキーとなるであろう方たち
については、年齢にとらわれずに、常に
あらゆる機会を通じて知っておくことが
指名委員会の役割を果たすうえできわ
めて重要だと実感させられました。
　今後も、指名委員会委員長として公
正かつ客観的な立場でガバナンスの強
化に努めることには変わりはありませ
ん。中経2030の成功はすべて人にか
かっています。そこで、CEOをはじめと
する経営を担う方たちとして、誰をどう
選ぶかが要となります。また、社外取締
役に誰を選ぶかも同様です。私自身、
委員長として当社グループの企業価値
を向上させ得る人をしっかり見極め、発
展成長に寄与したいと思いを強くして
います。

　2022年度の主な取り組みとしては、
2021年度と同様、取締役候補者選任
に向けた審議に加え、CEOサクセッショ
ンプラン（後継者計画）と次世代経営幹
部選抜および育成プログラムへの関与
が挙げられます。どの取り組みも私たち
にとってきわめて重要であり、それぞれ
に活発な議論が交わされましたが、特
に時間を割いたのはCEOサクセッショ
ンプランについてでした。
　これには、ふたつのポイントがありま
す。次期CEO後継者の選抜に関わるこ
とであるとともに、次期以降の次世代
の後継者候補をいかに選抜かつ育成し
ていくかということであるからです。前
者については、従来の選抜方法に加え
て、新たに外部のプロフェッショナル機
関に委託し、より公正かつ深く候補者
の資質を見極め、当社グループを託す
のに最もふさわしい人材を選ぼうとす
る試みを実践しています。一方、後者
は、直接、候補者の皆さんに指名委員

2022年度の取り組みとして、
CEOサクセッションプランと
次世代経営幹部選抜に注力

取締役候補の指名および
執行役選任案答申に関する
指名委員会としての役割

コーポレート・ガバナンス
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取締役候補者の指名および執行役の選解任

　経営の方向性を決定し、かつ、業務執行状況を監督する役割を有
する取締役会は、専門知識や経験等が異なる多様な人材をもって構
成することを基本方針としています。特に、社外取締役候補者につ
いては、企業経営（当社グループ類似業種、異業種等）・組織運営に
関する経験・知見を有する人材、および財務・会計、法務、生産技
術、研究開発、営業販売、国際関係等に関する幅広く高度な専門知
識や豊富な経験を有する人材で構成されるよう考慮しています。
　上記の構成に関する基本方針を踏まえ、取締役候補者には、性
別、国籍、人種等の個人の属性に関わらず、
・  見識、人格に優れた人物
・  高い倫理感および遵法精神を有する人物
・  会社経営に対する監督および経営の方向性を決定する職責を適
切に果たすことができる人物

を指名することとし、さらに、独立社外取締役候補者についてはこれ
らに加え、
・  当社グループと重大な利害関係がなく、独立性を保つことができ
る人物

を指名することとしています。具体的な人選は、指名委員会におい
て審議のうえ、決定します。
　なお、当社は、社外取締役について、（株）東京証券取引所が定め
る独立性基準および以下に掲げる各要件に該当する場合は、独立
性がないと判断します。

　取締役会の構成については、取締役会および指名委員会におい
て、企業理念・ビジョン・中期経営戦略等を念頭に、取締役会とし
てのあるべき姿を中長期視点で見据え、継続的に審議しています。
社外取締役後継者の具体的な人選にあたっては、指名委員会にお

　2023年6月23日開催の第98回定時株主総会にて選任された取
締役の指名にあたっては、取締役会および指名委員会での取締役
会の構成に関する審議を踏まえ、2022年12月から2023年3月に
かけて、指名委員会での審議を重ね、柴田周を当社取締役候補者と
することを、2023年3月の指名委員会において決議しました。
　柴田周については、2017年に当社の常務執行役員就任以来、
総務統括本部長、ガバナンス統括本部長、経営戦略本部長を経
て、2019年6月より執行役常務を務めています（2018年6月から
2021年6月までは取締役を兼務）。
　現在は、執行役常務として当社グループの経営を担うとともに、
CTOとして、当社における研究開発戦略およびIT戦略を主導してい
るほか、CDOとして、当社におけるDXを主導しています。また、取
締役会では、当社グループのデジタル戦略等に関して定期的に報告
し、取締役会に対する執行役としての説明責任を果たしています。　
　これらのことから、当社グループの事業・業務に関する豊富な
知識・経験を有するとともに、取締役会の適切な監督機能および
意思決定機能の強化を期待できるため、適任と判断しました。

　CEOの後継者計画は、当社の持続的な成長および中長期的な企
業価値向上のための最も重要な戦略的意思決定と位置付けていま
す。また、CEOの交代の是非およびその時期については、会社の置
かれている状況、現CEOのパフォーマンス、後継者候補の育成、ス
タンバイ状況等から総合的に判断するものと考えています。
　これらを踏まえ、指名委員会においては、後継者計画について適
宜報告を受け、後継者候補の状況を常に把握し、現CEOとの比較
検討ができるようにしています。また、後継者候補との接点を増やす
ことでさまざまな角度から後継者候補を観察し、CEOの交代および
その時期についての適切な選択ができるようにしています。

いて、候補者となり得る人物に求める専門性や経験等の要件の検
討、候補者リストの確認およびアプローチする人物の絞り込みに加
え、委員による対象者との面談、内定者決定等、各選定プロセスに
おいて、都度、審議し、決定しています。

　柴田においては、22中経における全社方針に関し、事業競争力
の徹底追求について、DX推進およびシステム戦略担当役員として
の経験からの視点、新製品・新事業の創出について、当社での豊富
な新事業開発経験による視点から貢献し、知見を提供していました。
また、中経2030策定全般においては、ものづくり・R&D戦略、DX

推進およびシステム戦略担当役員としての経験からの視点を提供す
るとともに、とりわけサステナビリティについては、資源・リサイクル
事業における経営幹部としての経験からの視点から貢献し、知見を
提供しています。

　CEOの後継者候補人材のプールとなる執行役に対しては、2020

年度より360°評価サーベイを実施し、その結果を指名委員会で共
有、候補者のリーダーとしての資質についての理解を深めています。
　また、執行役候補者を次世代経営人材育成プログラムの対象者
の中から選抜し、将来CEOになり得る人材群として位置付けていま
す。その人材群の育成計画の議論も指名委員会で行っています。

1. 現在または過去のいずれかの時点において、次の（1）、（2）のいず
れかに該当する者

（1） 当社の業務執行者または業務執行者でない取締役
（2） 当社の子会社の業務執行者または業務執行者でない取締役
2.現在において、次の（1）～（5）のいずれかに該当する者
（1）  当社との取引先で、取引額が当社または取引先の直前事業年

度の連結売上高の2%以上である会社の業務執行者
（2）  専門家、コンサルタント等として、直前事業年度において当社か

ら役員報酬以外に1,000万円以上の報酬を受けている者
（3）  当社からの寄付が、直前事業年度において1,000万円以上の

組織の業務執行者
（4）  当社総議決権数の10%以上を直接もしくは間接に保有する株

主またはその業務執行者
（5） 当社の会計監査人またはその社員等
3. 過去3年間のいずれかの時点において、上記2の（1）～（5）のいず
れかに該当していた者

4. 上記1の（1）、（2）、上記2の（1）～（5）または上記3のいずれかに
掲げる者（重要でない者を除く。）の近親者

5.当社の社外取締役としての在任期間が8年を超える者

　業務執行を担当する執行役の選任にあたっては、性別、国籍、人
種等の個人の属性に関わらず、
・  見識・人格に優れた人物
・  高い倫理感および遵法精神を有する人物
・  会社経営や当社グループの事業・業務に精通した人物
を選任することとしています。
　選任の手続きとしては、まず、執行役社長が、必要に応じて関係

役員と協議のうえ、執行役選任原案を策定します。その後、指名委
員会での審議・答申を踏まえ、執行役社長が取締役会へ執行役選
任議案を上程し、経歴や実績、専門知識等の諸要素を総合的に勘案
した上で、取締役会の決議により選任します。
　また、これらの基準に照らして、著しく適格性に欠ける事象が生じ
た場合、取締役の提案により、指名委員会での審議を経て、取締役
会の決議により解任することとしています。

執行役選解任方針

取締役候補者指名方針 社外取締役後継者

新任取締役の指名理由・過程

CEO後継者計画

関連記事：
統合報告書▶取締役スキルマトリックス
P82

関連記事：
統合報告書▶人事戦略
P46

コーポレート・ガバナンス

※ 柴田は2018年6月～2021年6月において取締役であり、2023年6月の第98回定時
株主総会にて再度取締役として選任されました。

92 93MITSUBISHI MATERIALS CORPORATION  INTEGRATED REPORT 2023 MITSUBISHI MATERIALS CORPORATION  INTEGRATED REPORT 2023



構成（含む委員長） 社外取締役 4名／社内取締役 1名

委員長 取締役（社外）　武田 和彦＜常勤監査委員＞

委員

取締役（社外） 若林 辰雄
取締役（社外） 五十嵐 弘司
取締役（社外） 別府 理佳子
取締役 竹内 章

役割・責務
内部統制システムを活用した監査を通じて、または直接、取締役および執行役の職務の適法性および妥当性
の監査を行います。
監査委員会監査の実効性を向上させるため、常勤監査委員1名を選定しています。

2022年度開催回数 16回

活動実績

2022年
2月～5月
　・  2021年度の期末監査
5月12日
　・ 2021年度監査報告等を決議
6月28日
　・  常勤監査委員、選定監査委員、特定監査委員
を選定

　・  2022年度監査計画等を決議
7月～翌年2月
　・  期中監査（重要会議への出席、執行役へのヒア
リング、拠点往査、監査部からの結果聴取、会
計監査人との意見交換、等）

7月末
　・  第1四半期決算監査
8月5日
　・  子会社常勤監査役との連絡会を開催
10月末
　・  第2四半期決算監査

2023年
1月末
　・  第3四半期決算監査
1月20日
　・  子会社常勤監査役との連絡会を開催
2月10日
　・  株主総会に提出する会計監査人の選任に関す
る議案の内容を決議

2月～5月
　・  2022年度の期末監査
4月27日
　・  2023年度会計監査人選任等に関する事項を

決議
5月12日
　・  2022年度監査報告等を決議

　当社は監査委員会の職務を補助する機能を充実させるため、
2022年4月1日付で執行側から独立した組織として監査委員会の
直下に「監査委員会室」を設置しました。同室は、室長および4名の

スタッフで構成されており、監査委員会の運営に係る事務を行うほ
か、情報収集、諸調査、社内会議出席等を行い、監査委員会の職務
執行を全面的に補助する役割を担っています。

監査委員会室設置について

コーポレート・ガバナンス

監査委員会委員長メッセージ 監査委員会

社外取締役  武田 和彦

フレッシュ・アイとスピード感を持って
監査の効率化と品質の向上に努め、
強靭な経営体質づくりに貢献します。

監査委員会委員長

課題に対して、コミュニケーションと連携
を一層強化して取り組むためのフレーム
ワークを整えることができました。これら
の結果、内部統制の有効性向上および
コンプライアンス意識のさらなる浸透を
図ることができたと考えています。
　また、2022年度は会計監査人の変更
に向けて手続きを行いました。58年とい
う長期にわたって当社グループの監査
に携わった会計監査人を変更するリス
ク、変更しないリスクについて、専門性、
独立性、効率性や、多様でグローバル
な事業展開、そしてコミュニケーション
の観点で検討したことは、私たちにとっ
て貴重な学びとなりました。将来に向け
て、持続的な成長と企業価値の向上を
目指して新しいフェーズへ移行するに
あたり、「新たな視点（フレッシュ・アイ）」
を期待して変更を決断したものです。

　2023年度以降、事業環境はますま
す複雑に、そして大きなうねりの中で変
化し続けていきます。私たちは、リスク

を適切にマネージしながら成長の機会
を的確に捉えて当社グループを成長の
波に乗せなければなりません。当社グ
ループは、この5年間強化してきた内部
統制体制を基盤に、成長戦略を議論す
るフェーズに入ってきています。さらに、
ESGやサステナビリティ関連の非財務
情報開示や資源ナショナリズム、経済
安全保障に関する国際情勢への対応な
どについて、内部統制体制の継続的な
レビューを行い、業務執行のモニタリン
グも確実に遂行しなければなりません。
そのためにも、経営チーム、現場オペ
レーションとの緊密な対話を通じて事
業を理解し、新しい会計監査人、リスク
ベースへ進化する内部監査部門、新体
制の監査委員会がこれまで以上に連携
を高めることにより組織監査を進化さ
せることが求められます。フレッシュ・
アイとスピード感を持って監査の効率
化と品質の向上に努め、私自身も中経
2030の目標達成を確実にするための
強靭な経営体質づくりに貢献したいと
思います。

　2022年度は、コロナ禍が落ち着き始
め、リモートで実施していた往査も実際
に現場に足を運び実施することができる
ようになり、関係各部署や会計監査人と
も対面でコミュニケーションが図れるよ
うになりました。当社グループにとって
は、品質不正や独占禁止法違反、利益
相反など、過去の重大不祥事の反省か
ら、この5年間に実施してきた内部統制
強化策の総仕上げの年でもありました。
それと並行して、事業ポートフォリオの整
理に加え、完全カンパニー制への移行に
よる新体制に対応した内部統制部門や
監査体制の整備も進め、評価できる体
制ができたと認識しています。
　監査委員会は若林委員長の体制のも
と、監査の実効性と効率性向上のため
にリスクプロファイルの把握に努めまし
た。また、2022年度から会計監査人と
内部監査部門、監査委員会が一堂に会
する「三様監査ミーティング」を定期的に
開催することで、刻々と変化する経営環
境のもと、多様で複雑化した対処すべき

2022年度の取り組み

今後の抱負、決意
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コーポレート・ガバナンス

報酬委員会委員長メッセージ 報酬委員会

社外取締役  杉 光

執行役の年次賞与における
業績評価指標として、
中期経営戦略における各年度の
連結営業利益計画値を適用する旨の
改定を実施しました。
中経2030必達への施策とその実行への
後押しになると期待しています。

報酬委員会委員長

めはコロナ禍の影響で、市場・お客さ
まも含めて先行き不透明な経済状況下
であったことを勘案しても、より高い目
標を設定し挑戦する姿勢であるべきと
ころ、やや保守的になっているのではな
いかということです。これは各委員共通
の課題認識として挙げられています。

　中期経営戦略の目標の達成、さらに
は企業価値を高めるという観点からの
執行役の役員報酬制度に対する評価
は、前述したとおりです。ただし、2023

年度は新たに中経2030がスタートし
ており、これは財務面・非財務面いず
れにおいても企業としての役割や価値
を大きく高めていく計画と位置付けら
れています。執行役の財務評価につい
ては、従来は期末決算発表時における
次期の連結業績予想を基準値としてい
ましたが、中経2030のPhase1（2023

年度～2025年度）における達成目標を

各年度に展開し、その数値を基準値と
する改定を実施しました。これは、執行
役にとっては、かなり厳しい基準となる
と予想されますが、中経2030必達へ
の施策とその実行への後押しになると
期待しています。また、非財務面の企業
価値向上への観点からは、引き続き相
対TSR評価が導入されており、現在の
当社役員報酬制度は、評価されるレベ
ルであると認識しています。
　最後に、報酬委員会委員長としては、
今後も常に他社の動向などをチェック
し、ベンチマークを続けることで、改善
を図っていく考えです。また、報酬委員
会としては、当社グループの持続的な
企業価値向上に向けて、執行役がより
高い目標に挑戦し続ける強い動機のひ
とつとなるよう、役員報酬制度の見直
しを進めていきます。

　報酬委員会の5名のメンバーにより
役員報酬制度の改定を実施し、役員報
酬の基準となる相対TSR（株主総利回
り）の導入に加え、各執行役のサステ
ナビリティ基本方針に沿った取り組み
を非財務評価に加えるなどの取り組み
を進めました。2022年度は、その制度
適用の最初の年となりました。これによ
り、投資家の評価目線など、改定の狙
いがどのように評価結果に織り込まれ
ていくか、引き続き、検証していきます。
さらに、同業の非鉄金属系企業や同規
模の製造業との比較も実施しました。
　中期経営戦略の達成、企業価値を
高めるという観点から執行役の役員報
酬制度を検証すると、当社グループの
報酬体系では、固定報酬に比べ、成果
報酬の割合が平均以上に高く設定され
ており、その状態を維持していることを
2022年度も確認しました。報酬委員会
が果たすべき役割に照らして、あえて
課題として捉えられる点は、年度の初

2022年度の取り組み状況や
主な議論

中期経営戦略の達成、
企業価値の向上という観点からの
報酬制度

構成（含む委員長） 社外取締役 5名

委員長 取締役（社外）　杉 光

委員

取締役（社外） 得能 摩利子
取締役（社外） 渡辺 博史
取締役（社外） 若林 辰雄
取締役（社外） 別府 理佳子

役割・責務
取締役および執行役が受ける個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針を定め、
その方針に従い、取締役および執行役が受ける個人別の報酬等の内容を決定します。

2022年度開催回数 11回

活動実績

2022年
4月27日
　・ 執行役年次賞与見直しについて審議、2021年度にかかる執行役年次賞与について審議
5月13日
　・ 執行役年次賞与制度改定について決議、2021年度にかかる執行役年次賞与について審議
5月25日
　・ 2021年度にかかる執行役個人別の年次賞与額について決議
6月28日
　・ 取締役個人別の報酬内容等について決議
8月31日
　・ 現在の報酬制度に至る経緯と今後の論点について審議
10月28日
　・ 役員報酬調査結果報告
11月30日
　・ 役員報酬制度の妥当性について審議

2023年
1月31日
　・ 執行役年次賞与の課題について審議
2月22日
　・ 執行役年次賞与の課題および株式報酬について審議
3月8日
　・ 執行役年次賞与制度改定について決議
3月29日
　・ 執行役個人別の報酬内容について決議
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を目安とし、その他の執行役は、業績連動報酬の基本報酬に対
する比率を執行役社長より低めに設定する。

   また、その報酬水準については、外部専門家の調査に基づく同
輩企業（報酬委員会が定める同規模企業群）の報酬水準を参考
に決定する。

＜基本報酬＞
　基本報酬は、固定報酬として役位に応じ金銭で支払う。
＜年次賞与（短期インセンティブ報酬）＞
　 年次賞与は、単年度の連結営業利益、TSRの相対比較、執行役
ごとに設定する非財務目標の遂行状況によって決定する。

 具体的な評価項目は以下のとおりとする。
【評価項目】
① 本業の収益力を評価する連結営業利益（事業系執行役は担当事
業営業利益）

　 なお、連結営業利益には、マーケットの成長以上の成長を意識付
けるため、連結営業利益成長率の他社比較による調整係数をか
け合わせる（非鉄6社および同規模製造業を中心とした比較対象
企業を選定し相対比較）
② TSRの相対比較（非鉄6社および同規模製造業を中心とした比較
対象企業を選定し相対比較）

③ 短期的な業績には表れにくい、中長期的な企業価値の向上に向
けた取り組み、およびサステナビリティ基本方針に沿った取り組み
について、執行役ごとに期初に設定した目標に対する遂行状況等
を評価する非財務評価

【算定式】
目標を達成した場合に支給する額（年次賞与基本額）を100%とし、
個人別に、以下の算定式により算出する。

【評価ウェイト】
役位に応じた基本額を、連結営業利益（事業系執行役は担当事業営
業利益）を60%（連結営業利益成長率の他社比較により調整）、相
対TSR評価を20%、非財務評価を20%の割合で評価し、年次賞与
額を決定する。

　当社グループの中長期的な企業価値の向上を牽引する優秀な経
営者人材にとって魅力的な報酬制度とするとともに、株主をはじめと
したステークホルダーに対する説明責任を果たすことができる報酬
ガバナンスを構築することを目的とし、以下のとおり取締役および
執行役の報酬の決定方針および報酬体系を定めています。
1. 役員報酬の決定方針
（1）  当社グループと類似の業態・規模の企業と比べ、競争力のある

報酬水準となる制度とする。
（2）  各役員が担う役割・責務に対する成果や中長期的な企業価値

の向上に対する貢献を公平・公正に評価し、これを報酬に反映
する。

（3）  当社グループの中長期的な企業価値の向上を図る健全なイン
センティブとして機能させるため、基本報酬、事業年度ごとの業
績等の評価に基づく年次賞与、中長期的な業績や企業価値に
連動する中長期インセンティブである株式報酬により構成する
ものとし、報酬構成割合は役位に応じて適切に設定する。ただ
し、取締役（取締役と執行役を兼任する者を除く）については、執
行役の職務執行の監督を担うという機能・役割に鑑み、金銭に
よる基本報酬のみとする。

（4）  年次賞与は、事業年度ごとの業績を重視しつつ、TSR（株主総利
回り）（※）の相対的な評価結果および中長期的な経営戦略の執
行役ごとの遂行状況等を適切に評価し、これを報酬に反映する。

（5）  中長期インセンティブは、中長期的な企業価値の向上を図るた
め、株主との利益意識の共有を実現する株式報酬とする。

（6）  報酬の決定方針および個人別の支給額については、過半数を独
立社外取締役によって構成する報酬委員会で審議し決定する。

（7）  株主をはじめとしたステークホルダーが業績等と報酬との関連
性をモニタリングできるよう必要な情報を積極的に開示する。

2. 役員報酬体系
（1）  取締役（取締役と執行役を兼任する者を除く）
   取締役の報酬体系は、金銭による基本報酬のみとし、外部専門
家の調査に基づく他社報酬水準を参考に取締役としての役位、
常勤・非常勤の別等を個別に勘案し決定する。

（2）  執行役
   執行役の報酬体系は、固定報酬である基本報酬と業績連動報
酬である年次賞与および株式報酬で構成する。また、報酬構成
割合は、執行役社長において、「基本報酬：年次賞与：株式報酬
＝1.0：0.6：0.4」（※年次賞与については支給率100%の場合）

取締役および執行役の報酬制度
目的として、信託の仕組みを利用した制度とし、執行役の退任時に
役位に応じた当社普通株式および当社普通株式の換価処分金相当
額の金銭を交付および給付する。交付する株式については、業績条
件・株価条件を設けない。
なお、国内非居住者については、法令そのほかの事情により、これと
は異なる取り扱いを設けることがある。【年次賞与における業績評価指標の目標】

年次賞与における業績評価指標の目標については、原則、中期経営
戦略における当期の連結営業利益計画値を適用する（担当事業営
業利益については、当該担当事業に係る連結営業利益計画値を用
いる）こととしている。
＜株式報酬（中長期インセンティブ報酬）※＞
株式報酬は、株主との利益意識の共有を実現し、当社グループの
中長期的な企業価値向上のインセンティブとして機能させることを

執行役社長、事業系以外の執行役

連結
営業利益
評価
60％

相対
TSR評価

20％

非財務
評価
20％

成長率
評価

0.9～1.1

調整係数

事業系執行役

担当事業
営業利益
評価
60％

相対
TSR評価

20％

非財務
評価
20％

成長率
評価

0.9～1.1

調整係数

執行役社長、事業系以外の執行役

連結
営業利益
評価
60％

相対
TSR評価

20％

非財務
評価
20％

成長率
評価

0.9～1.1

調整係数

事業系執行役

担当事業
営業利益
評価
60％

相対
TSR評価

20％

非財務
評価
20％

成長率
評価

0.9～1.1

調整係数

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類
金銭報酬 非金銭報酬

基本報酬 賞与（業績連動報酬） 株式報酬

総額
（百万円）

対象人員
（名）

総額
（百万円）

対象人員
（名）

総額
（百万円）

対象人員
（名）

取締役（社外取締役を除く） 97 97 2 ̶ ̶ ̶ ̶
執行役 740 354 10 273 10 112 10

社外役員 122 122 8 ̶ ̶ ̶ ̶

※1 取締役と執行役を兼任する者に対して支給された報酬等の総額および対象人員については、執行役の欄に記載しています。
※2 2022年度末日現在の取締役は10名、執行役は10名です。取締役の対象人員には、2022年度中に退任した取締役2名（うち社外取締役1名）を含んでいます。
※3 当社は信託の仕組みを利用した株式報酬を導入しており、上記株式報酬の額は2022年度の費用計上額を記載しています。

役員報酬等決定方針

役員区分ごとの2022年度に係る報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の数

年次賞与　＝　役位別の年次賞与基本額　×　業績評価支給率（※）

※業績評価支給率は、業績の達成度に応じ0%～200%の範囲で変動

※TSR= 
「当年3月の各日終値平均株価」+「当事業年度の1株当たり配当額累計」

「前年3月の各日終値平均株価」

※  役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用し、執行役に当社
株式等の交付等を行う。連続する3事業年度（2023年度から2025年度まで）を対象と
して、各事業年度の執行役の役位に応じて付与するポイントを累積し、執行役の退任
後、当該累積ポイント数の70%に相当する当社普通株式（単元未満株式については切
り捨て）および残りの累積ポイント数に相当する当社普通株式の換価処分金相当額の
金銭を役員報酬として交付等するインセンティブプランである。

  1ポイント＝当社普通株式1株とし、信託期間中に株式分割・株式併合等が生じた場合
には、当社株式の分割比率・併合比率等に応じて、1ポイント当たりの当社株式数を調
整する。なお、対象期間において執行役に対して付与するポイント数の上限は、合計で
14万ポイントである。

コーポレート・ガバナンス

執行役（CEOを除く）の年次賞与（短期インセンティブ報酬）における非財務評価項目の内容（2023年度）

サステナビリティ基本方針に沿った項目
執行役

A B C D E F G H

安全と健康最優先の労働環境整備 〇 〇
人権尊重 〇
ダイバーシティ&インクルージョンの推進 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
ステークホルダーとの共存共栄 〇
ガバナンス強化とコンプライアンス・リスクマネジメントの徹底 〇 〇 〇
公正・適正な取引と責任ある調達 〇
安心・安全・高付加価値な製品の安定的提供
地球環境保全への積極的取り組み 〇 〇 〇 〇 〇
人材育成 〇 〇

　各執行役は、非財務評価項目として3つの目標を設定し、そのうち1項目はサステナビリティ課題とするよう義務付けています。これら3つの
目標は、さらに2～3個の小項目に細分化され、それぞれの項目について目標を設定しています。以下の表は、2023年度の目標として設定して
いる非財務評価項目の内容を、サステナビリティ基本方針等に基づいて分類したものです。
　なお、2023年度は、ダイバーシティ&インクルージョンの推進、とりわけ、女性管理職比率に関する目標設定を義務付けています。これ以外
に、複数の執行役が、地球環境保全への積極的な取り組みに関する目標を設定しています。
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コーポレート・ガバナンス

サステナビリティ委員会委員長メッセージ サステナビリティ委員会

社外取締役  五十嵐 弘司

事業活動が社会的価値向上に
直接貢献するテーマ、サステナビリティに
関わる事項に高い視座で臨み、
取締役会そして執行役への
提言と必要な論議を進めていきます。

サステナビリティ委員会委員長

来像を検討するものです。2022年度
は、具体的なテーマとして、以下の3点
を討議し、一定の成果を得たと考えて
います。
　そのひとつは、中経2030の策定に
向けて、委員会が検討する領域での課
題や注視すべき点をピックアップし、取
締役会での論議につなげました。次に、
サステナビリティに関わる社会情勢等
を詳細に理解すべく、3つの異なるテー
マで外部有識者の講演会を企画、実施
し、委員会としてサステナビリティにつ
いての大局観を得るとともに視座を高
めました。そして、執行役との意見交換
の機会を設け、サステナビリティ視点か
らの非連続な成長シナリオ等、幅広く
検討する必要性を確認しました。

　中経2030がスタートする中で、事業
活動が社会的価値向上に直接貢献す
るテーマ、例えばGHG削減やカーボン

ニュートラルの実現、さらにはサーキュ
ラーエコノミーの構築などについては、
その計画を明らかにし、具体的に取り
組みが進みつつあります。また、その状
況が、適時、開示されている点も評価で
きるものです。一方で、人的資本の確
保と活用や、長期的視点からの事業環
境変化への対応については、取り組み
や検討をさらに加速し、深化させていく
必要があると認識しています。
　当社グループの事業そのものがサス
テナビリティの基盤に直結しており、社
会に大きな影響を与えるものであると
考えています。そこには、サステナビリ
ティの実現に対する責任とともに、次世
代技術の開発と実装による企業として
の大きな成長の可能性が存在していま
す。私たちサステナビリティ委員会は、
この当社グループの可能性を具現化
し、未来を創造するため、サステナビリ
ティに関わる事項に高い視座で臨み、
取締役会そして執行役への提言と必
要な論議を行っていきたいと考えてい
ます。

　当社グループは、これまでサステナ
ビリティへの取り組みを執行側主体で
幅広く進めてきましたが、2021年度の
コーポレートガバナンス・コード改訂お
よび取締役会実効性評価の結果を踏
まえて、取締役会の中に非業務執行取
締役で構成するサステナビリティ委員
会を設置し、さまざまな取り組みを進め
てきました。とりわけ、「事業活動を通
じて社会的価値向上を図る直接的な
テーマ」を検討の対象領域とし、検討に
あたっては「Analysis」、「Disclosure」、
「Vision」の視点を明確にしたうえで、
委員会で論議を進めました。
　「Analysis」は執行側の業務執行状
況に対するモニタリング・監督ととも
に、グローバル動向と当社グループの
方向性の整合性の調査・分析を中心
に、「Disclosure」は社内外への情報開
示・発信に関する提言を、また「Vision」
はサステナビリティ視点から、当社グ
ループが中長期で目指すべき姿・将

2022年度の取り組み状況や
主な議論

事業活動を通じた
持続可能な社会への
貢献について

構成（含む委員長） 社外取締役 4名／社内取締役 1名

委員長 取締役（社外） 五十嵐 弘司

委員

取締役（社外） 杉 光
取締役（社外） 武田 和彦
取締役（社外） 別府 理佳子
取締役 小野 直樹

役割・責務
サステナビリティ委員会は、取締役会からの諮問事項として、サステナビリティ経営に関するモニタリング方法
や、サステナビリティ経営の課題等について検討します。
サステナビリティ委員会で検討した事項は、取締役会に答申します。

2022年度開催回数 9回

活動実績

2022年
7月28日
　・ サステナビリティを巡る社内外動向に関する情報の収集
　・ 社内における委員会の位置付け、委員会の取り組み内容等について審議
8月9日
　・ 委員会年間計画等について審議
8月31日
　・ サステナビリティ経営の方向性等について審議
9月16日
　・ 中期経営戦略2030に対する意見を集約
10月28日
　・ 外部有識者による講演の実施について審議
11月10日
　・ 外部有識者講演を実施
11月30日
　・ 外部有識者講演を実施

2023年
2月22日
　・ 外部有識者講演を実施
3月8日
　・ 外部有識者講演を踏まえた今後の取り組みの方向性について審議
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執行役
　執行役は、取締役会から業務執行の決定に関する権限の委譲を受けるとともに、定められた職務分掌等に従い、業務の執行を行います。執
行役は9名であり、執行役のうち、執行役社長である小野直樹、執行役常務である柴田周の両名は、取締役会の決議により、代表執行役に選
定されています。

戦略経営会議
　戦略経営会議は、取締役会から権限委譲を受けて、当社グループ
全体の経営に係わる特に重要な事項について審議および決定を行
います。戦略経営会議は、執行役社長および戦略本社各部署担当
の執行役で構成されており、議長は執行役社長が務めています。

ガバナンスレビュー・ガバナンス情報共有会議
　ガバナンスレビュー・ガバナンス情報共有会議は、戦略経営会議
メンバーおよび関係部署の部長等によって構成されており、ガバナ
ンス関係事項（コンプライアンス、安全・防災、衛生、環境管理、品
質管理、コミュニケーション、情報セキュリティ等）について、計画お
よび取り組みの報告・審議・フォローアップを行うとともに、各部署
間における情報共有を実施しています。
　毎年2月から3月にかけて、本社管理部門および事業部門（当社
直轄事業所・子会社を含みます）の次年度取り組み方針等の審議・
情報共有を行い、毎年8月から9月にかけて、対応状況の報告およ
び見直し計画の審議・情報共有等を行うことにより、グループ全体
でガバナンス関係事項についての取り組みの実効性向上を図ってい
ます。

小野 直樹 執行役社長（代表執行役）
CEO※1　全般統括、監査、再生可能エネルギー事業、
エネルギー事業センター担当

田中 徹也 執行役常務
CGO※2　業務プロセス変革推進、SCQ※3推進、
コーポレートセクレタリィ、関連事業担当

髙柳 喜弘 執行役常務
CFO※4　戦略・経理財務統括、地球環境、
コーポレートコミュニケーション担当

野川 真木子 執行役常務
CHRO※5　人事企画、D&I・健康経営推進担当

柴田 周 執行役常務（代表執行役）
CTO※6、CDO※7　ものづくり・R&D戦略、DX推進、
システム戦略担当

長野 潤 執行役常務
プロフェッショナルCoE プレジデント

伊左治 勝義 執行役常務
金属事業カンパニー プレジデント

石井 利昇 執行役常務
高機能製品カンパニー プレジデント

小原 和生 執行役常務
加工事業カンパニー プレジデント

ます。これら監査委員の監査についての職務を補助するための組織と
して監査委員会室を設置し、監査委員会の指揮下においています。
　監査委員長武田和彦は、上場企業の主要子会社において最高財
務責任者（CFO）としての経験があり、財務および会計に関する相当
の知見を有しています。
　監査委員若林辰雄は、金融機関の社長、会長を歴任する等、財務
および会計に関する相当の知見を有しています。
　監査委員会は、内部統制システムの構築・運用状況、財務報告に
係る内部統制体制の構築・運用状況、中期経営戦略実施上のリス
クと対応状況、労働安全の対策状況、独占禁止法遵守のための対
策実施状況、会計監査人の監査方法および監査結果の妥当性等を

検討しています。
　また、三様監査全体の実効性を高めるため、監査委員会、内部監
査部門および会計監査人が打ち合わせを行い、連携強化を図ってい
ます。
　常勤監査委員は、戦略経営会議、三菱マテリアルグループ経営会
議、予算審議、ものづくり・R&D戦略会議、ガバナンス情報共有会
議等の重要会議に出席し、気づき事項について、指摘あるいは提言
を行っています。
　また、執行役社長との定例ミーティングや執行役との面談を実施
し、意見交換を行っています。そのほか、戦略本社およびプロフェッ
ショナルCoE各部門からの報告を定期的あるいは適宜受け、指摘あ
るいは提言を行っています。これらの内容は監査委員会に適時に共
有しています。

内部監査の状況
　内部監査担当部署である戦略本社監査部・カンパニー監査部は
2023年6月23日現在、各監査部長を含む32名で構成されていま
す。各担当執行役の指示のもと、監査委員会と連携して、担当執行役
および監査委員会の承認を得た内部監査計画に基づき、当社グルー

プにおける会社業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、資産の
保全・有効活用状況、リスク管理状況、法令等および社内諸規則・
基準の遵守状況等についての監査を行っています。また、会計監査人
と情報の共有化を図り緊密な連携をもって監査を実施しています。
　戦略本社監査部は、担当執行役および監査委員会に対して定期的
に全社の監査結果の報告を行っており、また、取締役会に対しては、
担当執行役より定期的に全社の監査結果の報告を行っています。

監査委員会による監査の状況
　監査委員は、インターネット回線を経由した手法も活用しながら、
戦略経営会議その他重要な会議に出席するほか、取締役、執行役、
内部監査担当部署、その他内部統制所管部門等からその職務の執
行状況を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、監査委員会が定めた
監査委員会監査基準および監査計画等に従い、選定監査委員が本
社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査し、
必要に応じて子会社等の往査を実施して、取締役および執行役の
職務執行状況を監査する体制をとっています。
　また、グループの監査体制について実効性を高めるため、主要グ
ループ会社の監査役と定期的に会合を持つ等、連携強化に努めてい

監査の状況

　内部統制については、2006年1月の内部統制システム整備委員
会設置以降、会社法、金融商品取引法等への対応のみならず、当社
およびグループ会社に最適な内部統制システムの充実を図るため、
内部統制整備の基本方針策定、財務報告に係る内部統制評価・開
示制度に関する事項への対応等を行ってきました。
　2022年度の財務報告に係る内部統制評価については、2023年
6月に「内部統制報告書」を提出しており、監査法人から「その内容が
適正である」という無限定適正意見の表明を受けています。

内部統制

監査の状況／内部統制

執行役の体制

執行役（2023年4月1日付就任）

コーポレート・ガバナンス

　当社は、事業戦略上必要である場合を除き、純投資目的以外の
株式（政策保有株式）を取得・保有しない方針としています。
　政策保有株式について、毎年取締役会において、保有の妥当性を
具体的に精査し、保有の適否を検証しており、検証の結果、保有意
義が認められない政策保有株式は縮減します。
　今後も、取締役会における保有の適否の検証結果に基づき、引き
続き政策保有株式の縮減に努めることにしています。

2022年度における縮減
　2022年度において、当社は政策保有株式（2022年3月末時点で
保有していた12銘柄（2022年4月1日付でUBE三菱セメント（株）へ
承継した18銘柄を除く）のうち、8銘柄の全部または一部の売却を行
いました。その売却総額は約237億円（時価ベース）です。

政策保有株式の縮減について

政策保有株式の縮減

2020/3月期 2021/3月期 2022/3月期 2023/3月期

1,321 1,372

847

253

22.6% 22.3%

12.9%

4.0%

政策保有株式等合計金額（非上場株式、みなし保有株式含む）（億円）
連結純資産比率（％）

連結純資産に占める政策保有株式割合（%）
政策保有株式保有状況推移

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

銘柄数

非上場  103  106  99  56

非上場以外  53  43  30  6

合計  156  149  129  62

合計額 
（億円）

非上場  30  28  61  23

非上場以外  1,140  1,167  647  149

合計  1,171  1,195  709  173

※1 CEOは、最高経営責任者（Chief Executive Officer）の略称です。
※2 CGOは、最高ガバナンス責任者（Chief Governance Officer）の略称です。
※3  SCQは、Safety & Health（安全・健康最優先）、Compliance & Environment（法

令遵守、公正な活動、環境保全）、Quality（『顧客』に提供する製品・サービス等の品
質）を意味しています。

※4 CFOは、最高財務責任者（Chief Financial Officer）の略称です。
※5 CHROは、最高人事責任者（Chief Human Resources Officer）の略称です。
※6 CTOは、最高技術責任者（Chief Technical Officer）の略称です。
※7 CDOは、最高デジタル責任者（Chief Digital Officer）の略称です。
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